（別紙４）
事業の実施体制等に関する計画
１　申請法人の組織体制図（別紙可）
	


２　申請者（法人等）の山形県内の事業所等の有無　（有：事業所等の名称・住所を記載）
有　　　・　　　無
	山形県内事業所等の名称
	住　　　　所

	
	

	
	

	
	


３　担当職員の配置状況（別紙可）

	


· 担当職員への指揮命令系統が分かるように体系的に示すこと。

４　担当職員の業務分担表（別紙可）

	
	担当者名
	担当業務名
	専任・兼務の別
	従事
割合

	１
	
	
	
	　　％

	２
	
	
	
	　　％

	３
	
	
	
	　　％

	４
	
	
	
	　　％


· １に主たる担当者を記載すること。
· 行が足りない場合は、行を追加して記載すること。
· 管理者が当該事務を担当する場合も記載すること。
· 新たに雇用する場合は、氏名は空欄で構わないこと。
· 「従事割合」委託業務に専従する職員は100％、兼務する職員は100％未満の委託業務に従事する割合を記載すること。
５　主たる担当者の緊急時におけるフォロー体制等（別紙可）
	


　　※　主たる担当者が不在になった場合等、緊急時におけるフォロー体制等について記述すること。
６　介護職員等処遇改善支援補助金に係る審査等業務を進める上での、山形県並びに介護関係の各種団体及び専門家等との連携、必要となる情報収集等の計画・予定、情報の活用方法、考え方について記載してください。
	


-1-


